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地域住宅計画

平成 17 年度 ～ 22 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

高知県及び県内全市町村

高知県地域

 計画期間

 計画の名称

 都道府県名 高知県  作成主体名

　高知県は四国の南部に位置し、人口約８０万人である。
  平成１５年住宅・土地統計調査によると、総住宅数は約３７万戸となっているが、居住世帯のある住宅は約３２万戸である。そのう
ち、昭和５６年以前に建設された木造専用住宅が約１２万戸存在している。このため、近い将来起こると予想されている南海地震に備
えるため、平成１５年度から木造住宅耐震診断事業を実施してきており、平成１７年度からは耐震改修事業も実施することとしてい
る。
  公営住宅については、住宅に困窮する低額所得者対策のほか中山間地域における定住対策、地場産業振興対策等として整備してきて
いる。現在管理戸数は約１．２万戸であり、そのうち耐用年数の１／２以上が経過した古いストックが１／３（約４千戸）を占めてお
り、これまでもストック総合活用計画に基づき計画的に更新・改善を行ってきている。
  また、高齢化も顕著で、平成１２年度の国勢調査によれば、人口に占める６５歳以上の高齢者の割合は２５．０％であり全国平均
（１９．０％）に比べてかなり高く、全国第３位の高齢化率となっている。特に、中山間地域では高齢化の進行と併せて過疎化の進行
も著しい。このため、高齢者の居住については、県の住宅マスタープランでも重要な課題として位置づけ、既存公営住宅の高齢者向け
改善や民間型高齢者向け優良賃貸住宅の供給等を積極的に推進してきている。

①南海地震対策の一つの大きな柱として耐震性に問題がある民間住宅への対応があげられ、耐震診断事業や耐震改修事業のこれまで以
上の積極的な展開が必要である。
②公営住宅については、バリアフリー化や耐震化も含め、居住性の向上を図るべき老朽化した住宅ストックが数多く存在しており、ス
トックの有効活用の観点からもこれらの更新・改善が求められている。
③過疎化の進行や高齢者のみ世帯の増加と相まって、高齢者の居住問題はさらに大きくなることが予想されるため、高齢社会に対応し
た住宅の供給、住情報の的確な提供など高齢者のニーズに合わせたきめ細かな対応が求められている。



単　位 基準年度 目標年度

耐震性の高められた既存木造住宅戸数 戸 木造住宅耐震改修助成事業の実施戸数 0 Ｈ１６ 1,000 Ｈ２２

老朽化した公営住宅の割合 ％
県下の公営住宅管理戸数に対する昭和５６
年度以前の準耐火構造及び木造の管理戸
数割合

25.5 Ｈ１６ 22.6 Ｈ２２

高齢者が安全に安心して暮らし続けること
のできる住宅の供給戸数

戸 地域優良賃貸住宅（高齢者型）の供給戸数 93 Ｈ１６ 230 Ｈ２２

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

 ３．計画の目標

定　　義

 ４．目標を定量化する指標等

指　　標 従前値 目標値

○快適で安全な住まいの環境をつくる
  近い将来起こると予想される南海地震に対応するため、既存木造住宅の耐震化を推進する。

○良質な住宅ストックを形成する
  県民のライフステージ、ライフスタイルの変化や多様化に対応するため、公的支援による良質な民間住宅の供給促進をはじめ、定住促進のた
めのファミリー向け住宅や宅地の供給等を推進する。また、既存の老朽化した公営住宅等の建替や改善を実施し、良質な住宅ストックの形成を
図る。

○みんなが安心して暮らせるすまいをつくる
  高齢者、障害者等住宅確保要配慮者の居住の安定を確保するため、公営住宅、地域優良賃貸住宅等の的確な供給を推進する。全国平均に比し
て高齢化率が高い本県の状況をふまえ、特に高齢者が安全に安心して暮らし続けることのできる住宅の供給を、福祉部局等とも連携を図りなが
ら促進する。また、住宅要配慮者等に対する公的賃貸住宅の入居募集に係る情報提供も併せて実施する。



 目標を達成するために必要な事業等の概要
(1) 基幹事業の概要

(2)提案事業の概要

(3)その他（関連事業など）

○関連事業・・・社会資本総合整備計画「高知県における安全・安心なすまいづくり・まちづくりと活力ある地域づくり」における、住宅耐
震改修助成事業、建替移転費等助成事業、駐車場整備事業、公営住宅等用地取得等事業、公的賃貸住宅ストック改善事業、基礎調査事業、管
理用データベース作成等事業、公営住宅家賃激変緩和対策事業、地域木造振興事業及び定住促進活性化事業の平成２２年度事業

○公営住宅等整備事業････県営建替 １団地 ２３４戸、市町村営建替  ８団地 １６５戸、新規  ４団地１１戸 、買取３団地 １２戸
○特定公共賃貸住宅整備事業････市町村営
○高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業････民間型 ８５戸
○地域優良賃貸住宅整備事業 ････高知県全域において整備の促進を行う。入居者資格として特別な事情があり入居させることが適当と
　　　　　　　　　　　　　　　認められる世帯（一般型）として、UJIターン者、若年世帯、災害被災者、密集市街地からの立退者、
　　　　　　　　　　　　　　　公営住宅の収入超過者、その他市町村長が特に定住促進対策等として入居が必要と認める世帯とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　一般型（公共供給）５団地 ２９戸
　　　　　　　　　　　　　　　　高齢者型（民間供給）１団地２２戸
○公営住宅等ストック総合改善事業････県営  外壁改修・下水道接続・アスベスト除去・火災報知器設置・地上デジタル放送対応等
                                  市町村営  高齢者向け改善・外壁改修・下水道接続・火災報知器設置・地上デジタル放送対応等
○公的賃貸住宅家賃低廉化事業
○住宅地区改良等事業････県  住宅新築資金等貸付助成事業、市町村  既設改良住宅個別改善事業
○空き家再生等推進事業････過疎地における不良住宅の除却、空き家建築物の活用
○住宅・建築物安全ストック形成事業････民間木造住宅及び公営住宅の耐震診断・改修設計、民間木造住宅の耐震改修費用に対する助成注１、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び住宅の耐震化のための普及啓発事業
　　　　　　―　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―
○住宅市街地総合整備事業・・・・密集市街地における居住環境の改善を行うための整備計画策定等事業
注１：助成額は６０万円（耐震改修費用の額が６０万円未満の場合には当該費用の額）及び耐震改修に係る所得税の特別控除額の合計額とし、当該特別控除額を差し引いて補助金を交付

○建替移転費等助成事業････公営住宅建替事業に伴う移転費・仮住居費の助成
○駐車場整備事業････公営住宅団地等の駐車場整備
○定住団地整備事業････地域に定住を希望する者用の分譲宅地の整備
○地域木造振興事業････地域木造住宅の普及促進のための広報・モデル住宅の建設及び展示、県内産材活用木造住宅に対する助成等
○公営住宅等用地取得等事業････公営住宅及び特定公共賃貸住宅用地の取得整備等
○南海地震対策事業････民間木造住宅の耐震改修費用に対する助成注１、地域の災害時（津波）避難場所の整備
○住情報提供事業････公共賃貸住宅インフォメーションセンターの維持運営
　
○公的賃貸住宅ストック改善事業････既存公的賃貸住宅への改善事業のうち、基幹事業に含まれないもの
○基礎調査事業････将来の住宅政策を策定するための資料収集を目的とした基礎的調査
○公営住宅除却事業････景観向上、防犯、跡地の公的利用等を目的とした公営住宅の除却
○定住促進活性化事業････定住促進に係る助成
○管理用データベース作成等事業・・・・家賃算定基準の見直し等に伴い必要となる入居者管理のためのデータベースの更新等
○公営住宅家賃激変緩和対策事業・・・・公営住宅法施行令改正に伴って家賃が上昇する入居者に対する家賃の軽減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公営住宅法施行令の改正、公営住宅建替事業又は公営住宅ストック改善事業の施行に伴って家賃が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上昇する入居者に対する家賃の軽減

注１：助成額は６０万円（耐震改修費用の額が６０万円未満の場合には当該費用の額）及び耐震改修に係る所得税の特別控除額の合計額とし、当該特別控除額を差し引いて補助金を交付



  目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業

交付期間内

事業費

４２２戸 5,797

9

８５戸 142

２９戸 369

２２戸 33

1,878

436

244

10

8,918

701

493

248

1,442

提案事業（地域住宅推進支援事業）

交付期間内

事業費

113

150

37

5

281

18

32

22

100

439

83

1

141

13

35

12

19

1

1,502

（参考）関連事業

事業 事業主体 規模等
細項目

公営住宅等整備事業 高知県  外

特定公共賃貸住宅整備事業 津野町

高齢者向け優良賃貸住宅等整備事業 高知市 

地域優良賃貸住宅（一般型） 津野町　外

地域優良賃貸住宅（高齢者型） 高知市 

公営住宅等ストック総合改善事業 高知県　外 

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 高知県  外

住宅・建築物安全ストック形成事業 高知県  外

住宅市街地総合整備事業 高知市

合計

住宅地区改良等事業

住宅新築資金等貸付助成事業 高知県

既設改良住宅個別改善事業 高知市  外

空き家再生等推進事業 香美市  外

合計

事業 事業主体 規模等
細項目

建替移転費等助成事業 高知県  外

駐車場整備事業 高知県  外

定住団地整備事業 四万十町

地域木造振興事業 地域木造住宅普及啓発事業 高知県

こうち安心の木の住まい助成事業 高知県

木の住まい情報発信事業 高知県

町産材活用住宅への助成事業 梼原町　外

木造モデル住宅展示普及事業 津野町　外

公営住宅等用地取得等事業 津野町　外

南海地震対策事業 木造住宅耐震改修助成事業 高知県  外

防災施設整備事業 南国市 四万十市

住情報提供事業 公共賃貸住宅ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 高知県

公的賃貸住宅ストック改善事業 高知県  外

基礎調査事業 高知県  外

公営住宅除却事業 香南市　外

定住促進活性化事業 馬路村  外

管理用データベース作成等事業 高知県  外

公営住宅家賃激変緩和対策事業 高知県  外

社会資本総合整備計画「高知県における安全・安心なすまいづくり・まちづくりと活力
ある地域づくり」における、住宅耐震改修助成事業、建替移転費等助成事業、駐車場
整備事業、公営住宅等用地取得等事業、公的賃貸住宅ストック改善事業、基礎調査
事業、管理用データベース作成等事業、公営住宅家賃激変緩和対策事業、地域木造
振興事業及び定住促進活性化事業の平成２２年度事業。

高知県　外

合計

  ※交付期間内事業
費は概算事業費

事業 事業主体 規模



別紙１
（北海道・内地）

■　地域住宅交付金交付要綱第５に掲げる式による交付限度額　（交付限度額１）

地域住宅計画期間 START
① Ｈ 17 ～ Ｈ 22 重点化を考慮した基幹A：C=③×A11+(②+(10/8-10/9)×④)×A12+10/9×A2+①×A3

A3の係数→① 1 1 1 1 1 1 (～H21は10/9)

A12とA3の係数調整→② 1 1 1 1 1 1 (H22以降でr=0→10/10)

< Step 0 > A11係数操作(10/9or10/8)→③ 1 1 1 1 1 1 (H21～25=10/8)

年度ごと『r』→④ 0 0 0 0 0 0 (策定前orH26以降=0)

(単位：百万円）

地域住宅計画年度→ 17 18 19 20 21 22 基幹A合計 K

年度ごとＣ→ 868 1,051 1,778 2,264 2,056 0 8,017

交付金算定対象事業費（A=A1+A2+A3)→ 781 946 1,600 2,038 1,846 0 7,211 3,144

基幹事業（A1）

高齢者の居住の安定確保に資する事業（A11) 32 0 32

公営住宅等整備事業 #### 0 0 0

地域優良賃貸住宅整備事業(高齢者型) 32 0 32

地域優良賃貸住宅(高齢者型)等ストック総合改善事業 0 0 0

高齢者向け優良賃貸住宅等整備事業 0 0 0

公営住宅ストック総合改善事業 0 0 0

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 0 0 0

公営住宅等長寿命化計画に基づき行う事業（A12) 0 0

公営住宅等整備事業 0 0

地域優良賃貸住宅整備事業(一般型) 0 0

特定優良賃貸住宅等整備事業 0 0

公営住宅ストック総合改善事業 0 0

特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業 0 0

② 基幹事業（A2） 0 0 0 0 1,814 0 1,814 1,572

市街地再開発事業 0 0 0

優良建築物等整備事業 0 0 0

住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型） 0 0 0 9

都心共同住宅供給事業 0 0 0

住宅市街地基盤整備事業 0 0 0

住宅・建築物安全ストック形成事業 121 0 121 123

住宅地区改良事業等 0 0 0 1,440

災害公営住宅家賃低廉化事業 0 0 0

H21年度公営住宅整備事業等（A11を除く）※1 1,693 1,693

基幹事業（A3）・・・（A1に該当しない事業） 781 946 1,600 2,038 0 0 5,365 1,572

公営住宅等整備事業 607 591 1,158 1,706 0 4,062 741

地域優良賃貸住宅整備事業(一般型) 49 0 49

特定優良賃貸住宅等整備事業 8 0 8

公営住宅ストック総合改善事業 140 231 302 166 0 839 757

特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業 0 0

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 56 93 117 0 266 74

高齢者向け優良賃貸住宅等整備事業※2 34 68 39 141

地域優良賃貸住宅整備事業(高齢者型) 0

地域優良賃貸住宅(高齢者型)等ストック総合改善事業

提案事業（Ｂ） B合計→ 1,493

提案事業（R） R合計→

都市・地域再生緊急促進事業（β ）

※1）H21年度公営住宅整備事業等（A11を除く）とはH21年度に行う、 5,488 百万円

・公営住宅等整備事業 ・公営住宅ストック総合改善事業

・地域優良賃貸住宅整備事業 ・特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業 交付限度額１
・特定優良賃貸住宅等整備事業 ・公的賃貸住宅家賃低廉化事業

のうち、高齢者の居住の安定確保に資する事業（A11）を除いた額とする

※2）～H20年度、H26年度～の高優賃を入力

■　地域住宅特別措置法施行規則第６条第１項の規定による交付限度額　（交付限度額２）

< Step 1 > (単位：戸)

北海道
特別地区

北海道
一般地区

特別地区
大都市
地区

多雪寒冷
地区

奄美地区 一般地区 小計

0

11 11

0

0

0

27 27

0

4,406 4,406

0

1,235 1,235

0

51 51

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

87,948 百万円

< Step 2 > 　　　Step1による算出結果が交付限度額１を下回る場合、Step2へ

0 23 0

0 23 0

0 23 0

0 23 0

0 23 0

0 23 0

0 23 0

0 23 0

4 0

4 0

4 0

4 0

3,700 0

3,700 0

3,700 0

0 0

0 0

0 0

140 0

140 0

140 0

0 0

0 0

0 0

132 0

680 0

5,300 0

0 千円

千円

87,948 百万円

■　交付限度額（交付限度額１と交付限度額２のいずれか小さい額）

5,488 百万円

Cn
単位当たり
整備費(千
円/単位)

補償費(千
円/単位)

（N1＋N2）×Ch×0.5

N2
地域住宅計画に基づ
き地方公共団体が新
たに整備する住宅

③その他の住宅

一般

一般

構造住宅の種類　(ⅱ)住宅の種類　(ⅰ)

超高層

③その他の住宅

（１）計画期間終了の
日までに耐用年限の
２分の１を経過してい
る公的賃貸住宅等

（２）必要な耐震性能
が確保されていないと
認められる公的賃貸

住宅等

（３）その他の事由に
より住宅としての機能
が相当程度低下して
いると認められる公的

賃貸住宅等

①公営住宅

②住宅地区
改良事業等

③その他の住宅

①公営住宅

N1

区域内の
建築物の
戸数(戸)

用地費(千
円/単位）

規模(単位)施設の種別

②住宅地区
改良事業等

①公営住宅

②住宅地区
改良事業等

③その他の住宅

超高層

超高層

一般

超高層

一般

一般

超高層

一般

超高層

一般

超高層

一般

超高層

一般

①公営住宅

下記以外

超高層

一般

超高層②住宅地区
改良事業等

一般

超高層

一般

超高層

（４）-１　調整池(㎥)
整備費

（４）-１　調整池(㎥)
用地補償費

（５）優建施設建築物(㎡)

住宅地区
改良事業

（１）道路・公園・緑地・広場(㎡)

（２）下水道(㎡)

（３）-１　河川(ｍ)
整備費

施設整備の実施に要する費用

{（Ｎ1＋Ｎ2）×Ch＋Σ Cn}

交付限度額（交付限度額１と交付限度額２のいずれか小さい額）

（６）電線共同溝等(ｍ)

（７）人工地盤(㎡)

（３）-１　河川(ｍ)
用地補償費

施設整備の実施に要する費用

9/10×（A+B)＋KとC＋Kのいずれか少ない額×1/2＋9/20×R＋β

<Step 2>
施設別に必要事項を記入し、交
付限度額１を超えた時点で終了
⇒交付限度額１が交付限度額

<Step 1>
住宅の種類別に戸数を記入し、
交付限度額１を超えた時点で終
了
⇒交付限度額１が交付限度額

<Step 0>
事業別、年度別に交付金対象
事業費Ａ、Ｋ、Ｂ、Ｒ、都市・地域
再生緊急促進事業の国費β を
入力（※H21～H25のＡは長寿
命化策定シートに入力した結果
が自動計算される）
⇒交付限度額１の算出

0

～H21までの

事業は従前と

同様の区分で



C＝ 2,055,873

平成 21 年度 → r =
▲変更しないでください ▲計画策定の次年度より使用

C(H21) 2,055,873 C(H22) 0

(単位：千円）

  A=A1+A2+A3 1,846,251   A=A1+A2+A3 0

A1 A2 A3 A1 A2 A3

32,276 1,813,975 0 0 0 0

基幹事業（A1）

高齢者の居住の安定確保に資する事業（A11) 32,276 0

公営住宅等整備事業

地域優良賃貸住宅整備事業(高齢者型) 32,276

地域優良賃貸住宅(高齢者型)等ストック総合改善事業

高齢者向け優良賃貸住宅等整備事業

公営住宅ストック総合改善事業

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 0

公営住宅等長寿命化計画に基づき行う事業（A12) 0

公営住宅等整備事業

地域優良賃貸住宅整備事業(一般型)

特定優良賃貸住宅等整備事業

公営住宅ストック総合改善事業 0

特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業 0

基幹事業（A2） 1,813,975 0

市街地再開発事業

優良建築物等整備事業

住宅市街地総合整備事業（密集市街地整備型）

都心共同住宅供給事業

住宅市街地基盤整備事業

住宅・建築物安全ストック形成事業 121,025

住宅地区改良事業等

災害公営住宅家賃低廉化事業

H21年度公営住宅整備事業等（A11を除く） 1,692,950

基幹事業（A3）・・・（A1に該当しない事業） 0

公営住宅等整備事業 0

地域優良賃貸住宅整備事業(一般型) 0

特定優良賃貸住宅等整備事業 0

公営住宅ストック総合改善事業 0

特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業 0

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 0

※H21年度公営住宅整備事業等（A11を除く）とはH21年度に行う、

・公営住宅等整備事業 ・公営住宅ストック総合改善事業

・地域優良賃貸住宅整備事業 ・特定公共賃貸住宅等ストック総合改善事業

・特定優良賃貸住宅等整備事業 ・公的賃貸住宅家賃低廉化事業

のうち、高齢者の居住の安定確保に資する事業（A11）を除いた額とする

H22年度交付金算定対象事業費H21年度交付金算定対象事業費

長寿命化計画
策定年度

長寿命化係数

1
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